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第1回

本研修のスケジュール

担当内容終了開始

事務局オリエンテーション0:1013:4013:30

代表理事・司法書士
宮田 浩志

１．信託設計上の論点～適切な設計のために
①信託財産ごとに受益者を定める規定は是か?
②「受託者を複数設置したい」という要望があった
③委託者の配偶者が死亡した後、残った資産を信託に

組み込みたい場合
④「委託者の地位の消滅条項」の大きなリスク
⑤節税も兼ねて不動産賃貸経営の法人化をする際の４つの方式

1:0014:4013:40

休憩0:1014:5014:40

理事・弁護士
菊永 将浩

代表理事・司法書士
宮田 浩志

２．家族信託とその周辺実務～適切な選択肢を示すために
①法定後見の実務
②見守り契約
③遺言書作成の実務（遺留分対策、負担付遺贈、

祭祀の承継、遺言執行者の指定などの検討すべき論点）
④遺言執行の実務（遺言執行事務の流れ、実務など）

0:5015:40 14:50

全体質疑応答 終了（予定）0:2016:0015:40
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（13:40～14:40）

1.信託設計上の論点
～適切な設計のために

本協会代表理事・司法書士
宮田 浩志
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１．信託設計上の論点～適切な設計のために
（13:40～14:40）
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① １つの信託契約において信託財産ごとに受益者（後継受益者）を定める規定は是か?

●１つの受益者連続信託の契約において、当初受益者の死亡後、
「信託の継続期間中に」、
「信託財産の一部を⾧男に、他の信託財産を次男に等に」

といった定めをすることができるか?

（例）自宅についての第二受益者を⾧男に。
アパートについての第二受益者を二男に。
金融資産は、⾧男と二男で均等に。

受益権は、信託財産の総体に対する１つの権利であり、受益者が複数存在する場合には、
各受益者が受益権全体を等分で保有することになります。（不動産の共有と同じ概念）

よって、個別の信託財産ごとに受益者を指定することはできません。
（そのために信託の分割や併合という概念があります。）

↓↓↓

当初受益者死亡後も信託契約を存続させ、かつ、財産の承継先（後継受益者）が
異なることを希望されるのであれば、信託契約書を分ける必要がある。



１．信託設計上の論点～適切な設計のために
（13:40～14:40）
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② 「受託者を複数設置したい」という要望があった

●受託者を複数にして、兄弟姉妹で役割分担しながら老親を支えて欲しいという要望がある。

・理論上は受託者を複数とすることは可能だが、実務では、

１．多くの金融機関では、複数受託者名義での口座作成はできない。
（代表の受託者名で口座開設は可能か?）

２．信託した不動産は、複数の受託者名義に信託登記されるので、実質的に
「複数受託者による共有」と同じ状態になる。

３．受託者相互の連携や合意が無ければ、信託事務の遂行に支障がでる可能性

という問題がある。しかしどうしても、複数受託者で進めたいという場合は?

↓↓↓

・信託契約書中に、各受託者の役割分担・権限を明確に記載する
・一部の受託者が職務遂行が難しくなった場合に備え、予備受託者を定めておく
・金融機関と相談し、“信託口口座”が難しければ、“信託専用口座”で対応
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（13:40～14:40）
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③ 委託者の配偶者が死亡した後、残った資産を信託に組み込みたい場合

●夫が委託者兼受益者、⾧男が受託者とする信託契約Aを締結した。
障がいをもつ⾧男の子（孫）を第二受益者とする内容である。
委託者の妻も固有の財産を持っており、自分が亡くなったあとは、自分の財産も孫を受益
者とする信託契約Aの信託財産に組み込みたいと希望している。

↓↓↓
＜選択肢＞

１．妻が生きている間に財産を信託財産に贈与する
⇒税務上、妻から受益者に対する“みなし贈与”となる。

２．妻の遺言書で信託財産に遺贈する
⇒妻の遺言書の中で、既存の信託契約（信託契約A）を特定し、その信託財産に

遺贈する旨を記載する。
⇒遺言執行者から受託者に財産の引渡しをする。

３．妻が委託者兼受益者、⾧男が受託者とする信託契約Bを締結し、第二受益者として
孫を指定しておく
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④ 「委託者の地位の消滅条項」の大きなリスク

●委託者兼受益者の死亡により信託が終了する“一代限りの信託”の場合に、
「委託者の地位は相続により消滅する。」
「委託者の地位は相続に消滅し、相続人に承継されない。」
という条項を盛り込んだ場合、登録免許税の軽減措置（２％⇒０.４％）を受けられない。

【理由】
委託者の地位を消滅させてしまうと、理論上、帰属権利者が委託者の地位を持たないことに
なり、登録免許税法第７条第２項の下線部分の要件を満たせなくなる。

★ 登録免許税法第７条第２項から抜粋
『信託の信託財産を受託者から受益者（＝帰属権利者）に移す場合であつて、かつ、当該信託の効力が生じた時から引き続き委
託者のみが信託財産の元本の受益者（＝受益者・帰属権利者）である場合において、当該受益者（＝帰属権利者）が当該信託の
効力が生じた時における委託者の相続人であるときは、当該信託による財産権の移転の登記を相続による財産権の移転の登記と
みなして、この法律の規定（＝登録免許税率4/1000）を適用する。』
※本条項の適用できなければ原則的な税率（20/1000）が適用される。

↓↓↓

・新規の信託契約（一代限り）を作成する場合

・過去の契約書（一代限り）がある場合
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⑤ 節税も兼ねて不動産賃貸経営の法人化をする際の４つの方式（選択肢）

地主が所得税・相続税の節税を考えたときの“賃貸経営の法人化”
（親族で法人を設立して賃貸経営に生かすための４つの形態）

１．管理委託方式:※売却や大規模修繕に注意!
「資産管理法人」が管理委託契約に基づき家賃を管理
・・・貸主は地主個人 ・・・法人は管理委託報酬を受領

２．サブリース方式: ※売却や大規模修繕に注意!
「サブリース法人」が一括借上契約（サブリース契約）に基づき転貸する。
［地主］⇒［サブリース法人］⇒［転借人］
・・・法人は賃借料と転貸料との差益を得る

３．資産保有方式:※ 受益権売買を活用することも
「資産保有法人」が売買契約により収益建物のみを所有
・・・貸主は所有者となった法人
・・・法人は賃料全額を受領

４．信託方式:
「受託者法人」が信託契約に基づき賃貸経営全般を担う
・・・貸主は受託者
・・・法人は信託報酬を受領
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各選択肢の「有用性」の比較
信託方式資産保有方式サブリース方式管理委託方式

必要必要必要必要契約時に現所有者
の意思能力

信託契約売買契約 ※一括借上契約管理委託契約必要となる契約

受託者法人資産保有法人サブリース法人資産管理法人契約後の物件
管理者

受託者法人資産保有法人サブリース法人現所有者エンドユーザーへ
の貸主（契約者）

受託者法人で
プール

資産保有法人が
収受・所有

所有者:賃貸料
サブリース法人:転貸料

資産管理法人で収受
⇒敢えてそのまま保管も賃料の収受と蓄積

信託報酬賃料賃料差益管理委託報酬法人の収入

利益相反取引
・地代の設定
・土地の無償返還

に関する届出
売却や大規模修繕
は、所有者が行う

売却や大規模修繕
は、所有者が行う留意点

影響なし底地との一括売却
には認知症リスク

売却や大規模修繕
が困難に

(認知症リスク）

売却や大規模修繕
が困難に

(認知症リスク）
現所有者の意思能
力が喪失した場合

受益者:賃貸利益
受託者:信託報酬賃貸利益所有者:賃貸利益

サブリース法人:賃料差益
所有者:賃貸利益

管理会社:管理委託報酬課税対象



（14:40～14:50）
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（14:50～15:40）

２．家族信託とその周辺実務
～適切な選択肢を示すために

本協会理事
弁護士 菊永 将浩

本協会代表理事
司法書士 宮田 浩志
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２．家族信託とその周辺実務～適切な選択肢を示すために
（14:50～15:40）
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①法定後見の実務

世の中にあふれている法定後見についての情報は、後見制度を過度に否定するものが多い。

しかし後見制度は、その使い勝手に難しい部分がある制度であるものの、

真に後見を使うべき案件において正しく利用された場合には、

利用者にとって有意な制度です。

【後見の利用が適している、又は必要になる場合の例】

①本人の周りに頼れる親族等がいない方で、自身が判断能力の低下により一人で生活が
出来なくなった場合

②障害がある方を、これまで支援してきた両親等が、加齢等の理由でその方を支えられなく
なった場合



２．家族信託とその周辺実務～適切な選択肢を示すために
（14:50～15:40）
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①法定後見の実務

法定後見の利用を検討する際の留意点

①法定後見を利用することで、利用者の課題の解決につながるか。
後見を利用することで生じる、「不自由さ」との見合い

→「専門家」による診断をしてもらう。

②法定後見利用の際に、裁判所に提出する書類の作成等をどうするか。
→自らがその書類を作成するか、専門家に任せるか。

③法定後見の利用にかかる一定の費用の原資

④法定後見の利用手続きから開始されるまでに要する一定期間のケア

⑤その他



２．家族信託とその周辺実務～適切な選択肢を示すために
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①法定後見の実務

法定後見を利用することになったケースで、後見人は具体的にどのような実務を行うことにな
るのか?そして専門家が後見人に選ばれた場合におて、「家族」はどんな関わりを持つ（持てな
い）ことになるのか?

１．後見の利用開始時

※後見制度支援信託、後見制度支援預金

２．後見期間中
・金銭の管理（支出や報酬の支払いなど）
・不動産の管理

３．後見が終了(被後見人が死亡）する段階



２．家族信託とその周辺実務～適切な選択肢を示すために
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②見守り契約

そもそも「見守り契約」とは何?

・何を見守るのか?
・誰が何をするのか?
・どの程度の費用負担があるのか?

・どんな人が利用するのか?

↓

・どのような形で見守りをすることが相談者にとって必要なのか。

→それによって、利用するべき見守り機関が変わってくる。
近時は警備会社や電気事業者など、様々な企業が見守りサービスを提供している。
専門家自らが行う以外の選択肢にどのようなものがあるのか



２．家族信託とその周辺実務～適切な選択肢を示すために
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③遺言書作成の実務（遺留分対策、負担付遺贈、祭祀の承継、遺言執行者の指定などの
検討すべき論点）

・遺言で指定できること、できないこと
「遺言事項法定主義」

・遺言書を遺しても「争続」にならないために
→「遺言書」にどのような内容を定めるのが良いのか、

単にひな型に名前を入れるだけでは済まないケースもあり、
専門家として遺言書作成にどのように関与するのか。

「遺言書の作成は（意外と）難しい」（私見）

・遺言執行者の定めの要否

・その他（負担付き遺贈、祭祀の承継など
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④遺言執行の実務（遺言執行事務の流れ、実務など）

※遺言執行は素人では出来ないことなのか?

・遺言執行とは具体的に何をするのか?

・それぞれの役務には、どのような負担（時間・コスト）があるか?

・遺言の執行にあたって守らなければならないルールにはどのようなものがあるのか。
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全体質疑応答 （15:50～16:00）

<MEMO>
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